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Ⅰ．土地・建設産業局関係予算総括表  

（行政経費）

２ ４ 年 度 前 年 度 対前年度

復 興 全国防災 予 算 額 倍　　率
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ａ／Ｄ）

１．地籍整備の推進 14,661 (740) 1,771 12,546 1.17
　　うち　地籍調査費負担金 12,200 (509) 1,300 10,391 1.17

　　　　　 都市部官民境界基本調査 1,490 (231) 471 1,020 1.46

　　　　　 山村境界基本調査 240 0 0 200 1.20

２．不動産市場の環境整備等の推進 4,697 (10) 0 4,595 1.02
(1) 不動産情報の整備・提供の充実等 4,554 0 0 4,546 1.00

　　うち　地価公示 3,741 0 0 3,746 1.00

　　　　　 取引価格等土地情報の整備・ 299 (10) 0 328 0.91
　　　　　 提供

(2) 不動産市場の活性化のための 143 0 0 49 2.92
　　環境整備

　　うち　中古不動産流通市場整備・ 120 0 0 - 皆増
　　　　　 活性化

　　　　　 公益的施設への不動産証券 13 0 0 - 皆増
　　　　　 化手法の活用調査

３．建設市場の環境整備等の推進 500 13 0 485 1.03
　　うち　事業転換のための課題解決の 119 0 0 99 1.20
　　　　　 支援

　　　　　 建設技能労働者の人材確保・ 36 0 0 - 皆増
　　　　　 育成の促進

　　　　　 我が国建設業の海外展開の 61 0 0 - 皆増
　　　　　 促進

　　　　　 被災地における現場配置技術 13 13 0 - 皆増
　　　　　 者の実態調査・適正化等
　　　

４．その他 253 0 0 257 0.98

(750)

合　　計 20,110 764 1,771 17,883 1.12

（注１）　四捨五入の関係で、合計、倍率は必ずしも一致しない。

（注２）　（　）書きは復興庁計上分である。

（単位：百万円）

　うち東日本大震災からの
復旧・復興対策に係る経費区　　　　　　　　　分
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Ⅱ．土地・建設産業局関係予算の概要 

 

  我が国の最優先課題である東日本大震災からの復旧・復興、我が国経

済社会の再生等の実現に向け、既存予算の徹底的な見直し、必要性や効

果の高い事業への重点化等を図りつつ、地籍整備、不動産市場及び建設

市場の環境整備等を推進する。  
 

 

 
 

 

  全   体   

 

 

 

  日本再生重点化措置   

 

 

 

  東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費  

 

 

 

総額 ２，５３５百万円 ※復興庁計上分（７５０百万円）を含む 

 
地籍整備の推進              【２，５１１百万円】 

 
被災地における地籍調査の測量成果の補正等や防災関連事業の実

施など災害への対応力を高めるために必要となる地籍整備を推進す

る  

我が国建設業の海外展開の促進          【６１百万円】 

   
土木・建築において高い技術力を有する我が国建設業の海外展開

を促進する  

総額  ２０，１１０百万円（対前年度比 １２％増）  
 
※ 日本再生重点化措置、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費を含む 
※ 復旧・復興関係経費を除いた計数は、１９，３４６百万円（対前年度比 ８％増） 

予算の規模等  
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被災地における地籍調査の測量成果の補正等を重点的に実施する

とともに、東日本大震災の教訓も踏まえ、防災関連事業の実施など、

災害への対応力を高めるために必要となる地籍整備を推進する。 

また、都市部において、地籍調査の重点的な実施、官民境界の基

礎的な情報の整備等により、地籍整備を推進する。 

 

 

 
 

（１）不動産情報の整備・提供の充実等     ４，５５４百万円  
   地価公示の着実な実施など、不動産に関する情報を的確に収集

・分析し、分かりやすい形で提供する。  
 

（２）不動産市場の活性化のための環境整備     １４３百万円  
中古住宅の取引の中核を担う宅地建物取引業者のコンサルテ

ィング機能の強化等により、中古流通市場の活性化を図る。  
また、不動産証券化手法を通じた民間資金の活用により、公益

的施設の維持更新・再生等を促進するための環境整備を行う。  
 

 

 
 
「建設産業の再生と発展のための方策２０１１」の実現を図るた

め、建設企業の事業転換等の支援、技能労働者の確保等に取り組む

とともに、我が国経済社会の再生の実現に向け、我が国建設業の海

外展開を促進する。  
 

３．建設市場の環境整備等の推進         ５００百万円

２．不動産市場の環境整備等の推進      ４，６９７百万円

１．地籍整備の推進            １４，６６１百万円

主要事項  
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Ⅲ．主要施策  各事項における計数には、復興庁予算に計上した土地・建設産業局関係予算を含む  

１．地籍整備の推進 

 
 

地籍調査の成果は、土地に関する最も基礎的なものであり、土地取引、

まちづくりや被災後の迅速な復旧・復興等に不可欠であるが、その進捗率

は未だ半分に満たない状況であるため、引き続き積極的に推進する。 

 

○地籍調査費負担金  １２，２００百万円（前年度１０，３９１百万円） 

             ※東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費を含む 

        地籍調査の実施状況（都道府県別）（ 平 成 22 年 度 末データ） 
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東日本大震災からの復興を図るため、被災地における地籍調査の測量

成果の補正等を重点的に実施する。 

また、東日本大震災の教訓も踏まえ、防災関連事業の実施など、災害

への対応力を高めるために必要となる地籍整備を推進する。 

 

○地籍調査費負担金  １，８０９百万円（うち 復興：509百万円 全国防災：1,300百万円） 

○都市部官民境界基本調査 ７０２百万円（うち  復興：231百万円 全国防災：  471百万円） 

           ※上記計数は、全て東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費 

  

 

 

 

 

 

 

  

 
 

東日本大震災からの復興を図る

ために必要な地籍整備を推進  
 
 
 
 

復興事業の本格化に向け、地域

の骨格となる官民境界の調査を国

が直轄で実施   
 
 
 
 
 

東日本大震災により必要となっ

た地籍調査の測量成果の補正や地

籍の再調査等を実施する市町村等

を支援  

② 東日本大震災の被災地等における地籍整備の推進 

東日本大震災の被災地  
 
 

東日本大震災の教訓も踏まえ、

災害への対応力を高めるために必

要となる地籍整備を推進 

 
 
 

地籍調査の前段となる官民境界

の調査を国が直轄で実施   
⇒ 地籍調査の実施主体である市

町村等の負担を軽減し、地籍調

査を促進  
 

 
 

災害への対応力を高めるために

必要となる地籍調査を実施する市

町村等を支援  

被災地以外の地域  

官民境界の調査（国直轄） 官民境界の調査（国直轄） 

○被災地における復興事業や住宅再建の迅速化  
○全国の防災関連事業の円滑化  
○将来被災した場合の迅速な復旧・復興  

地籍調査  地籍調査  
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都市部において、地籍調査の重点的な実施、官民境界の基礎的な情報の

整備等により、地籍整備を推進する。 

 

○地籍調査費負担金    １２，２００百万円の内数 

（前年度１０，３９１百万円の内数） 

○都市部官民境界基本調査   １，４９０百万円 

（前年度１，０２０百万円） 

         ※上記計数は、全て東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

C1 C2

A B

D

でこぼこ

不明確な官民境界のイメージ

すき間

はみ出し
でこぼこ

重なり

基準となる官民境界情報が不足し、

個々の地図間で重なり等が発生

⇒ 境界トラブルの原因に

明確な官民境界情報を基準に、民民

境界の明確化を進めることが可能

⇒ 境界トラブルの防止

C1’ C2’

A’ B’

D’ ぴったり

明確な官民境界を基にした地籍整備のイメージ

官
民
境
界
が
明
確
化

ぴったり

官民境界明確
化のための調
査を国が実施

③ 都市部における地籍整備の推進 

 
 
 
都市部において地籍調査を重点的に実施  

 

 

 
市町村等の地籍調査の実施に先立ち、官有地・民有地間の境界に関す

る調査を国が実施することにより、市町村等の負担を軽減し、地籍調査
を一層促進   

 

 
・都市部の地籍調査の進捗率は 22％（平成 22 年度末）であり、全国平均

（49%）と比べて著しく低い  
・地価が高く、土地取引や民間開発等が多い都市の中心部において、不明

確な境界は公共事業や民間開発等のまちづくりに支障  

現状と課題  

①  地籍調査  

②官民境界の調査（国直轄）

官民境界明確化による効果  
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土地所有者の高齢化等により喪失のおそれのある境界情報を保全する

とともに、森林・林業の再生を図るため、林野庁とも連携して地籍調査や

山村境界基本調査を実施する。 

  

○地籍調査費負担金            １２，２００百万円の内数 

（前年度１０，３９１百万円の内数） 

○山村境界基本調査       ２４０百万円（前年度２００百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

④  山村部における地籍整備の推進 

 
・森林施業の集約化や作業道の整備の促進   
   ⇒  森林・林業の再生に貢献  
・喪失のおそれがある境界情報の保全   
   ⇒  将来の地籍調査の円滑な実施   

・林地の地籍調査の進捗率は 42％（H22 年度末）と遅れている  
・山村部では精度の低い公図が多い上に、高齢化や村離れ、森林の荒廃等が

進行し、境界情報の喪失のおそれ。このため、間伐できる範囲を特定でき

ない、路網の整備を行えないなど、森林施業の実施に支障  

現 状 と 課

[山間部の公図（団子図） ] [山間部の地籍図 ] 

 
 

 
森林施業の実施地域など優先的に地籍を明確化すべき地域等において、  

地籍調査を実施   
 
 

 
高齢化や村離れ、森林の荒廃が進行し、将来の地籍調査の実施が困難にな

るおそれがある地域を対象に、境界情報を保全する山村境界基本調査を国が

実施   
 境界情報の保全の様子  

山村部の地籍整備による効果  

現状と課題  

①地籍調査  

②山村境界の調査（国直轄）
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２．不動産市場の環境整備等の推進 

（１）不動産情報の整備・提供の充実等 

 

 

地価公示法に基づき、全国 26,000 地点において地価公示（１月

１日時点の標準地の正常な価格の公表）を的確に実施する。 

また、土地利用形態の変化や経済的社会的ニーズに対応した公

示地点の設定のあり方を検討する。 

○地価公示    ３，７４１百万円（前年度３，７４６百万円） 

      

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地価動向を先行的に表しやすい主要都市の高度利用地の地価動向につ

いて、「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価 LOOK レポート～」と

して、四半期毎に公表する。 

 

○ 主要都市における高度利用地の地価分析調査 

８３百万円（前年度８３百万円） 

 
 
 
 

②  主要都市における高度利用地の地価分析調査の実施 

①  一般の土地の取引の指標 

②  不動産鑑定士の土地についての

鑑定評価の規準 

③  公共事業の用に供する土地の取

得価格の算定の規準 

④  収用委員会の補償金額の算定の

規準 

⑤  相続税評価（路線価）、固定資

産税評価の目安 

⑥  変動率は重要な経済指標 

①  地価公示の的確な実施 

公  表  
 ３ヵ月ごとの地価動向  
 取引価格、賃料等の動向  
 地元不動産関係者のコメント  
等  

調  査  
主要都市の  

 高層住宅等により高度利用さ
れている地区  

 店舗、事務所等が高度に集積
している地区  

地価公示の主な役割  
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不動産市場の信頼性・透明性を高め、不動産取引の円滑化・活性化を図

るため、全国を対象に取引価格等の調査を行い、不動産取引の際に必要と

なる取引価格情報等の提供を行う。 

また、東日本大震災の被災地における投機的な土地取引を防止し、適正

な土地取引を確保する等のため、被災３県（岩手県、宮城県、福島県）等

に対し、土地の取引価格等に関する情報をきめ細かく提供する（「被災地

における土地取引実態調査」（復旧・復興関係経費））。 

 

○取引価格等土地情報の整備・提供の推進  

２９９百万円（前年度３２８百万円) 

             ※東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費を含む 

 

 

クリック

調査対象エリア

全国の地価公示対象区域

提供件数

１,１８１,５６３件
（平成23年８月末現在）

Ｗｅｂアクセス数

毎月約７百万件
（平成22年度平均）

③  取引価格等の土地情報の整備・提供 
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マクロ経済政策と連携した土地政策の推進、不動産市場の透明化・活性

化を図るため、以下の取組を行う。 

・不動産価格や賃料等の動向を的確に把握する指標の構築 

・不動産市場とマクロ経済の関係を的確に把握・分析できるマクロ経済

モデルの構築 

 

○不動産動向指標等の構築      ６２百万円（前年度５５百万円） 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 21 年月 13 日閣議決定）

に基づき、平成 25 年度に本調査を実施するのに先立ち、調査対象名簿の

整備、調査関連システムの改修等を行う。 

○土地基本調査         １４６百万円（前年度７４百万円） 

⑤土地基本調査（５年周期の基幹統計）の実施 

④  マクロ経済政策と連携した不動産動向指標等の構築 

 

１．不動産動向指標の構築 

 

 

 

 

２．マクロ経済モデルの構築 

 

◆不動産の価格動向指標の構築 
国際機関作成の指針に基づき、
日銀、金融庁等と連携して構築 

上記不動産動向指標も活用し、マクロ経済モデルを構築 

◆不動産の賃料動向指標の構築 
 不動産市場での契約実態を踏ま

え、市場関係者と連携して構築 

・2007 年からの金融危機において、不動産価格等の変動とマクロ経済への影響の

大きさを的確に把握できず、影響が拡大 

・不動産価格の重要な要素である賃料等の動向について、投資判断等に有用な情

報が提供されていない 

課  題  

取組内容  

 

・不動産価格や賃料動向のきめ細かく 

タイムリーな把握・公表                    

 

・不動産市場と経済との関係を的確に 

把握 

・不動産市場の透明化・活性化 

・国内外の幅広い資金の不動産市場

への導入 

・不動産価格の急激な変動による不

動産市場やマクロ経済への悪影響

の未然防止           

効  果  
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（２）不動産市場の活性化のための環境整備 

 
 

既存住宅の品質等に対する消費者の不安を解消し、安心して取引できる

環境を整備するため、取引の中核を担う宅地建物取引業者の総合コンサル

ティング機能を強化する取組や、インターネットで提供される既存住宅の

情報を充実する取組を支援することにより、中古流通市場の活性化を図る。 

 

○中古不動産流通市場整備・活性化      １２０百万円（新規） 

 

 

                
 

 

  

既存住宅の品質や価格等に対する
消費者の不安

既存住宅流通の課題 講じるべき施策

中古流通市場の活性化を阻害

インスペクション（建物点検・検査）やリ
フォームの実施を望んでも、宅建業者（仲
介業者）等から適切な相談・助言を受けら
れない

不動産ポータルサイトを見ても、既存住宅
の品質や劣化の状態等に関する情報が十分
に得られない

宅建業者と関連事業者（リフォーム業者等）と
のマッチング・連携の場の創設

インスペクションで把握した不具合情報も
含め、インターネット上で必要な情報を幅
広く公開

インスペクション等に関する宅建業者、消費
者等向けの講習・研修会の実施

取引の中核を担う宅建業者の総合
コンサルティング機能の強化等

インターネットでの既存住宅に関する
情報提供の充実

①  中古流通市場の活性化 

既存住宅購⼊時の不安と改善点 回答率
品質と構造に不安がある 17.2%
条件に合う物件がなかなか⾒つからない 16.7%
維持管理費や耐⽤年数を考えると、新築に⽐べて割⾼ 14.5%
⼼理的に新築住宅の⽅が気持ちがいい 14.1%
思うような間取りにならない／リフォームの⾃由度が低い 11.4%
その他 26.0%

(H22年⽇経BP調べ)

既存住宅購⼊時の不安と改善点 

売主

助⾔
提案

助⾔
提案

（売却前）
インスペクション

リフォーム

（購⼊後）
リフォーム

買主

売 買

マッチング・連携の⽀援
専⾨技術性の向上のための講習・研修の実施

顧客
ニーズ

相談
リフォーム業

建築業

設計業

鑑定業

仲介

宅建業者と関連事業者との
マッチング・連携

宅建業
(総合コンサル
ティング機能)
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不動産証券化手法を通じた民間資金の活用により、病院・介護施設、庁

舎等の公益的施設の維持更新・再生等を促進するための環境整備を行う。 

 

○公益的施設への不動産証券化手法の活用調査   １３百万円（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 公益的施設における不動産証券化手法の活用に向けた環境整備 

 

病院・介護施設、庁舎等の公益的施設における資金不足等の課題へ
の対応として、施設自体をＪリート等に売却してリースバックを受
け、新規設備投資や施設改修、経営強化等の資金を調達する手法があ
るが、海外に比べ我が国での活用は進んでいない 

 

 

 

公益的施設の種類等に応じ、関係省庁等と連携しつつ、資金面、関
連規制等に関する課題の把握、解決手法の検討を実施 

 

 

 
公益的施設の証券化における留意事項等を含むガイドラインを策定 

取組内容  

現状・課題  

証券化手法の活用に関するガイドラインの策定 

公益的施設を対象とした証券化スキーム構築手法の検討

Ｊリート
民間ファンド

投資家

資産運用
資産運用会社

金融機関
融資

委託

【公益的施設の証券化の活用イメージ】

出資

施設の譲渡

リースバック

・公益的施設の譲渡により、設備投資、耐震改修等の資金を調達。
・施設のリースバックを受け、施設運営を継続。

公益的施設

不動産証券化手法の活用による 

公益的施設の再生・不動産投資市場の活性化 

効  果  
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３．建設市場の環境整備等の推進 

 
 
東日本大震災の教訓も踏まえ、地域社会の維持や災害に強い国土づくり

等の担い手でもある建設企業が、期待される役割を果たせるよう、都道府

県、地域金融機関と連携し、経営の専門家が中小・中堅企業に対し新事業

展開、企業再編・廃業等についてのアドバイスを行う取組を強化する。 

 

○事業転換のための課題解決支援  １１９百万円（前年度９９百万円） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

●エリア統括マネージャー
建設業経営支援アドバイザーの中から全国１１ブロックで選定

Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ｔ

経営戦略相談窓口

・新事業展開
・事業承継
・合併、転業、廃業など

建設企業が抱える経
営上の課題に広く対応

対
応
依
頼 ●建設業経営戦略アドバイザー

（公認会計士、中小企業診断士等）

相談依頼

出口支援企業の可否判断

アドバイザー派遣

●パートナー機関

○都道府県

○地域金融機関（銀行等）

連携

中小・中堅建設企業
入口支援 出口支援

アドバイザーによる支援
チームの組成

事業概要（スキーム図）

相談対応を強化相談対応を強化

①  事業転換のための課題解決の支援 

 

○地域の建設企業は、インフラの整備や維持管理に加えて、災害対応など
の地域社会の維持を担っている。特に、東日本大震災では、地域の建設
企業が応急復旧活動に大きく貢献し、建設企業が災害対応等の地域社会
の維持に果たす役割の重要性が再認識されたところ 

○一方、建設投資の急激かつ大幅な減少により、建設産業を取り巻く環
境は、かつてない厳しい状況（東日本大震災後も、建設業は１０月ま
で業種別の震災関連倒産件数のトップ） 

○過剰供給構造による過当競争等のために疲弊している地域の建設企業
が、地域社会の維持の機能を果たせるような環境整備が必要 

 

○中小・中堅建設企業が新事業展開、企業再編、廃業等を行う場合の各種
課題に対し、経営の専門家がアドバイスを実施（入口支援）するととも
に、特にモデル性の高い案件については、支援チームが目標達成まで継
続支援（出口支援）を実施 

施策の内容  

現状と課題  
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建設業においては、技能労働者の高齢化と若年入職者の減少により、中

核的な技能労働者の確保・育成を図ることが課題となっている。 

このため、社会保険加入等の労働環境改善や中核的な技能労働者の評価

・活用促進により、人材の確保、生産性の向上、企業間の健全な競争環境

の構築を進める。 

 

○建設技能労働者人材確保・育成促進      ３６百万円（新規） 

 

 

・社会保険等の法定福利費を適正に負担しな
い企業が存在

・保険加入確認については、対象となる建設
技能労働者数が膨大

・重層下請構造の深化による間接経費の増加、
生産性の低下、安全指示の不徹底

・企業経営が厳しくなる中、非自発的な一人
親方が存在

・ 品質、コスト、安全面で質の高い施工を確保

するには、中核をなす技能者の役割が重要
・ 優秀な技能労働者を適正に評価し、目標像
を提示

課題

・建設技能労働者の高齢化

（55歳以上H9 24.1%→H22 33.1%）

・若年入職者の減少
（25歳未満の入職者H9 24万人→H22 5.2万人）

中核的な技能労働者の確保、技能承継が課題

■社会保険等の加入徹底方策に
関する調査

建設業者団体による関連企業の保険加

入確認の取組を普及。

■基幹技能者の評価・活用に関す
る調査

基幹技能者の一層の活用促進を図り、

技能者の評価体系を確立

中核的な技能者の評価

■重層下請構造に関する調査

重層下請構造の是正により、建設工
事の生産性を向上、技能者へのしわ

寄せ等を抑止

社会保険等の未加入 重層下請構造、一人親方

○建設業全体

・雇用保険 ：61.0% ・厚生年金保険 ：61.8%

※雇用者数（雇用保険は役員を除く ）に占める被保険者数の割合
（総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業年報」、
「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」（Ｈ21）から推計）

社会保険等の加入状況

加入

あり

83%

加入

なし

6%

適用

除外

11% 加入

あり

81%

加入

なし

10%

適用

除外

9%

約１割が
未加入

企
業
単
位

＜雇用保険＞ ＜健康保険・厚生年金保険＞

労
働
者
単
位

○元請企業（公共事業）

約４割が
未加入

② 建設技能労働者の人材確保・育成 



- 15 - 
 

 

 
アジアを中心とする世界の建設市場において膨大なインフラ需要が見

込まれる中で、我が国建設業の海外展開を促進し、我が国の成長戦略を実

現するため、契約・リスク管理の強化、地方・中小建設業の海外進出、人

材育成等を支援する。 

 

○我が国建設業の海外展開の促進 

         ６１百万円（新規。日本再生重点化措置） 

 

 

 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

1970 1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009

我が国建設企業の海外受注実績の推移

出典：(社)海外建設協会

（年度）

初の１兆円突破
（1983年度）

アジア通貨危機
（1997年度）

9,072億円
（2010年度）

6,969億円
（2009年度）

○ 海外市場では、耐震・免震技術、シールド等の掘削技術等の高度な技術力、
安全管理、工期の遵守等に優れているものの、受注額が伸び悩んでいる。

（億円）

過去最高額
1兆6,813億円
（2007年度）

契約・リスク管理の強化
・ 契約・リスク管理に関する検討推進

・ 紛争裁定委員会（DAB）の利用促進

人材の育成、即戦力の確保
・ 地方・中小建設企業の海外実地研修の仕

組みの構築
・ 技能実習プログラムの構築

市場戦略の構築
・ PPP、CM等の新たな事業分野に参画する

ための戦略の構築

地方・中小建設業の海外進出支援
・ 海外展開支援アドバイザー事業の推進

・ 情報提供システムの構築に向けた検討

意欲と能力を有する地方・中小建設
企業への支援が不十分である。

海外展開の課題 講じるべき施策

海外建設市場での業務（コンセッ
ション（PPP）、CM等の新事業を含
む。）に対応できる人材、経験が不
足している。

海外事業の採算性に対する意識が
低い（リスク管理体制が不十分）。

海外建設市場に関する情報を収
集・分析する能力が不足している。

③  我が国建設業の海外展開の促進 

我が国建設業の海外受注実績の推移
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東日本大震災の被災地において、復旧・復興工事が円滑に進むよう、

業種・工種ごとの現場技術者の配置状況等を調査し、必要な対策を検討

する。 

 

○被災地における現場配置技術者の実態調査・適正化等 

１３百万円（新規。復旧・復興関係経費） 

 
 
 

 
 

 

建設工事において、公衆を巻き込む重大な災害（公衆災害）が後を絶た

ないことを踏まえ、公衆災害の発生事例等を調査し、建設業種別、施工技

術別の発生メカニズムの整理、公衆災害防止対策及び指導・監督のあり方

を検討し、建設工事における施工の安全性確保を推進する。 

 

○公衆災害防止のための実態調査          ７百万円（新規） 

 

 

 

 

 

 
アスベスト含有建材が混入した再生砕石の使用が社会問題化する中で、 

再生砕石へのアスベスト混入が建設リサイクル法に基づく分別解体、再資

源化等の適正な実施を阻害することとならないよう、効果的なアスベスト

混入防止策を検討する。 

 

○適正な建設リサイクルの確保に関する調査  ６百万円（新規） 

 

 

 

 

⑥  適正な建設リサイクル確保に関する調査 

⑤  建設工事における公衆災害防止のための実態調査 

④ 被災地における現場配置技術者の実態調査等 
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参 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○建設産業の再生と発展のための方策２０１１（概要） 
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等

東
日

本
大

震
災

○
被

災
地

と
原

発
地

域
の

企
業

の
支

援

○
特

定
の

地
域

又
は

業
種

で
一

時
的

に

供
給

不
足

と
な

る
可

能
性

震
災

を
受

け
た

特
別

の
対
応

課
題

７
対

策
７

○
法

定
福

利
費

を
負

担
し

な
い

企
業

が
、

人
を

大
切

に
す

る
施

工

力
の

あ
る

企
業

を
駆

逐
し

て
い

る
お

そ
れ

保
険

未
加

入
企

業
の

排
除

技
能

労
働

者
の
雇

用
環

境
の

改
善

○
行

政
、

元
請

、
下

請
に

よ
る

一
体

的
な

取
組

課
題

２

対
策

２

○
売

上
高

減
少

に
伴

う
固

定
費

削
減

方
策

と
し

て
、

技
能

労
働

者
の

外
部

化
、

賃
金

の
低

下
等

○
若

年
入

職
者

が
減

少
、

技
能

・
技

術
喪

失
の

危
機

○
地

域
企

業
の

適
切

な
活

用

○
段

階
選

抜
方

式
の

活
用

推
進

○
受

発
注

者
間

の
法

令
遵

守
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

策
定

○
価

格
競

争
が

激
化

し
地

域
建

設
企

業
の

疲
弊

と
品

質
へ

の
影

響
○

参
加

者
多

数
の

入
札

で
受

発
注

者
の

手
続

負
担

増

公
共
調

達
市

場
と

受
発

注
者

関
係

入
札
契

約
制

度
改

革
の
推

進

○
地

方
公

共
団

体
等

に
お

け
る

ダ
ン

ピ
ン

グ
対

策
の

強
化

対
策

４

課
題

４

海
外

展
開

支
援

策
の

強
化

海
外

市
場

へ
の

積
極

的
進

出

○
契

約
・

リ
ス

ク
管

理
の

強
化

○
情

報
収

集
･
提

供
､
人

材
育

成

の
強

化
等

○
投

資
協

定
の

活
用

課
題

５

○
海

外
に

は
膨

大
な

イ
ン

フ
ラ

需
要

が
あ

る
一

方
、

受
注

額
が

伸
び

悩
み

対
策

５

○
業

種
区

分
が

実
態

と
乖

離
の

お
そ

れ

○
技

術
者

Ｄ
Ｂ

の
整

備
・

活
用

に
よ

る
技

術
者

の

資
質

向
上

と
適

正
配

置
の

徹
底

○
技

術
者

の
不

適
正

配
置

が
工

事
の

品
質

と
施

工
の

安
全

に
影

響

技
術

者
の

育
成
と

適
正

配
置

技
術

者
デ

ー
タ

ベ
ー
ス

の
整

備
と
業

種
区

分
の

点
検

○
業

種
区

分
の

点
検

と
見

直
し

課
題

３

対
策

３

○
施

工
管

理
を

適
切

に
行

う
こ

と
が

で
き

る
人

材
の

継
続

的
育

成

○
迅

速
か

つ
円

滑
な

復
旧

・
復

興
○

建
設

企
業

の
役

割
を

発
揮

さ
せ

る

た
め

の
行

政
に

よ
る

支
援

等

○
社

会
保

険
等

の
加
入

状
況

（
公

共
事
業

の
現

場
労

働
者
）

＜
雇
用

保
険

、
健

康
保
険

、
厚
生

年
金
保

険
＞

・
土
木
71

%
・
建

築
64

％

○
就

労
形

態
等

の
変
化

＜
常

雇
の

割
合
＞
81

%
（
H
9）

→
64

 %
（
H
20

）
＜

月
給
制

の
割
合

＞
58

%
（
H
9）

→
29

 %
 （
H
20

）
出

所
：国

土
交
通

省
「建

設
技
能
労

働
者
の
就
労

状
況
等
に
関
す

る
調
査

」（
Ｈ
20
）

○
社

会
保

険
の

加
入

状
況

等
○

過
剰

供
給

構
造

S5
5

年
度

H
4

年
度

H
22

年
度

建
設

投
資

額

50 兆
円

(1
00
)

84 兆
円

(1
41

)

41 兆
円

(6
6)

許
可

業
者

数

50 万
社

(1
.0
)

53 万
社

(1
.1
)

50 万
社

(1
.0
)

建
設

業

就
業

者
数

54
8

万
人

(1
.0
)

61
9

万
人

(1
.1
)

49
8

万
人

(0
.9
)

＜
行

政
＞

保
険

加
入

状
況

の
確

認
強

化
、

指
導

＜
元

請
＞

下
請

指
導

責
任

の
明

確
化

＜
下

請
＞

保
険

加
入

の
徹

底

8
.3

1
0
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.7
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.7
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.4

1
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1
7
.4
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5
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1
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5
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3
0

1
7
年
度

1
8
年
度

1
9
年

度
2
0
年

度
2
1
年

度

国
土
交

通
省

地
方
整

備
局

発
注

工
事

都
道

府
県

発
注

工
事

（
％

）

（
港
湾

空
港
関

係
を
除
く
。
）

○
低

価
格

入
札

の
発

生
率

○
技

術
者

の
数

等
○

海
外

受
注

の
実

績

出
所

：
国
土

交
通

省
「
公

共
事

業
労

務
費

調
査

」
（
Ｈ
2
2
）

○
経

営
環

境
の

変
化
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00
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05

20
10

初
の
１
兆
円

突
破

（1
98

3年
度
）

ア
ジ
ア
通
貨

危
機

（1
99

7年
度

）過
去
最
高
額

１
兆
６
，
８
１
３
億
円
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00

7年
度
）
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07
2億

円
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0年

度
）
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度
）
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統
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売
上

高
総

利
益
率

売
上

高
販

管
費
率

売
上

高
営

業
利

益
率

建
設
業

の
売
上

高
総
利

益
率

、販
管

費
率

、営
業

利
益
率

(%
)

(年
度
)

売 上 高 総 利 益 率 ・ 販 管 費 率

売 上 高 営 業 利 益 率

（売
上

高
減

少
の

一
方

）総
利

益
率

は
横
ば
い
…

労
務

費
等

の
工
事
原

価
の

削
減

※
 包

括
発

注
（

一
括

契
約

、
複

数
年

契
約

等
）

や
、

地
域

建
設

企
業

の
共

同
体

に
よ

る
受

注

イ ギ リ ス

デ
ー
タ
ベ
ー

ス
に
蓄

積

約
１
６
０

万
人

（
技

能
者

等
含

む
）

韓 国
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
に
蓄

積
約

５
５

万
人

日 本

監
理

技
術

者
資

格
者

証
保

有
者

※
技

術
者

（
監

理
技

術
者

・
主

任
技

術
者

）

約
６
７

万
人

※
約

１
２

０
万

人
（
推

計
）

（
億

円
）

○
事

業
所

数
の

減
少

率

‐4
5.0

 
‐4
0.0

 
‐3
5.0

 
‐3
0.0

 
‐2
5.0

 
‐2
0.0

 
‐1
5.0

 
‐1
0.0

 
‐5
.0 0.0
 

5.0
 

秋
田
県

富
山
県

鳥
取

県

高
知
県

佐
賀
県（事

務
所
の

従
業
者

数
）

1～
4人

5～
9人

10
～
19

人
20

～
29
人

30
人

～

(%
)H
1

1
→

H
1

8
地

方
圏

(事
務

所
の

従
業

者
数

)

販
管
費

経
費

完 成 工 事 原 価
外
注
費

労
務
費

材
料
費

営
業

利
益

売 上 総 利 益

そ
の
他

原
価

売 上 高

※
建

設
投
資
額
の
欄
の

（）
内
は

デ
フ
レ
ー
タ
を
加

味
し
た
数

値

出
所

：財
務

省
「
法
人

企
業

統
計

」

※
資

本
金
1
0
億

円
以

上
の

企
業

で
は

、
総

利
益

率
は

1
3
%
程

度
か

ら
1
1
%
程

度
に
低

下
、
販

管
費
率

は
8
%
前

後
で
安

定
的

に
推

移

H
23
.6
.2
3

国
土
交
通
省
建
設

産
業
戦
略

会
議

取
り
ま
と
め


